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写真集 

①ダハブ堰上流側からの遠景 

②ダハブ堰下流側からの遠景(右側より5番目のゲートが閉まっている) 

③堰柱先端（笠石下部のレンガ一部欠損） ④1951/52年実施の堰柱グラウト孔キャッピング 

⑤上流側胸壁部アーチ基部レンガ表面の劣化 



 - ii - 

 
⑥レンガ表面及び目地の劣化 

  
⑦上流側胸壁部アーチクラウン部クラック及び検出盤（両端の写真・出典RGBS:1996/2/2） 

⑧ゲート直下流の堰柱側壁の洗掘（放流時） 

⑨ゲート直下流の堰柱側壁の洗掘（2006 年 1 月断水期間時）出典Minya IIP 



 - iii - 

⑩管理橋車止めが下流側に湾曲 

 

 

 
⑪チェーンの状況（ゴミの付着） ⑫ゲート及びチェーンの状況 

⑬巻上げ機及びチェーン ⑭閘門部橋台及び取付水路（下流側） 

 



 - iv - 

⑮ダハブ水路取水ゲート直下流域 ⑯二次水路浚渫土砂の残土(Gnabet Tok Canal) 

⑰同右・二次水路 ⑱ダハブ水路から二次水路への取水ゲート(ギアの埋没) 

⑲Del Moas付近 粗骨材採取地 ⑳同左 ストックパイル 

21 Dashlout付近 細骨材採取地 (休止中) 22   同左 ストックパイル 

23  M/M打合せ 24   M/M 署名 



 

略語一覧 

 

EIA:  Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

EMD:  Electric and Mechanic Division 電気機械部 

F/S:  Feasibility Study フィージビリティ調査 

GDP:  Gross Domestic Product 国内総生産 

GNI:  Gross National Income 国民総所得 

ID:  Irrigation Department 水資源灌漑省灌漑総局 

I Dir:  Irrigation Directorate 水資源灌漑省地方灌漑局 

IIS： Irrigation Improvement Sector 水資源灌漑省灌漑改善局 

IIP: Irrigation Improvement Project 灌漑改善事業 

IS： Irrigation Sector 水資源灌漑省灌漑局 

JICA:  Japan International Cooperation Agency 

KfW:  Kreditanstalt fur Wiederaubau ドイツ援助実施機関 復興金融公庫 

L.E.:  Egyptian Pound エジプトポンド 

MWRI:  Ministry of Water Resources and Irrigation 水資源灌漑省 

RGBS:  Reservoir & Grand Barrage Sector 水資源灌漑省貯水池・ 大堰局  

USAID:  U.S. Agency for International Development 米国国際開発庁 

WUA:  Water Users Association 水管理組合 

 

単位 

1 Feddan:＝1.038 acres＝042ha 

1 L.E.=20.99 円（2006 年 12 月レート） 

 

語彙 

Mesqa:メスカ 農民が建設した末端水路 
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第 1章 調査概要 

 

1.1．要請内容  

バハルヨセフ灌漑用水路の最上流に位置するダハブ堰の改修および堰の管理棟の建設

（先方要請金額概算 約 24 億円） 

    ダハブ堰の全面改修（設計排水量 210.15cu.m/秒、堰の全長 46.6m，ゲートの

更新 5 枚 x2(上下)）および管理棟の建設  

1.2．調査目的 

エジプト国（以下、「エ」国）政府より改修の要請があったバハルヨセフ灌漑用水路ダ

ハブ堰は、1900 年に建造され、1917 年及び 52 年に補修が行われたものの、現在では堰の

老朽化が著しく水位調節が困難なため、適切な灌漑用水供給ができないことから「エ」国

政府が同堰の改修に係る無償資金協力を我が国に要請した。 

しかし、ダハブ堰及び取水施設、二次水路、圃場等の現況が不明であり、技術的な観点

から要請内容や先方負担事項を再確認する必要があること、また、既に協力を実施したバ

ハルヨセフ灌漑用水路の他 3 堰（上流よりサコーラ堰、マゾーラ堰、ラフーン堰）の運営

維持管理状況を把握し、堰のゲートの型式に対する適切な水管理方法を検討する必要があ

ることから、これらの状況を把握し、要請案件の必要性および妥当性を確認するとともに、

無償資金協力案件として適切な基本設計調査を実施するため、調査対象、調査内容、調査

規模等を明確にすることを目的として予備調査団を派遣した。 

 

1.3．調査団の構成 

（１） 小森 正勝（団長） 

独立行政法人国際協力機構 エジプト事務所次長 

（２） 川村 康予（計画管理） 

独立行政法人国際協力機構 無償資金協力部業務第３グループ 農漁村開発チ

ーム 

（３） 山本 公一（灌漑計画・運営維持管理） 

有限会社 アールディーアイ 

（４） 山川 精一（水利構造物） 

有限会社 アールディーアイ 
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1.4．調査日程 

 

日付 曜

日 

JICA 団員 コンサルタント団員 

11/6 月 羽田―関西（JL1317）―ドバイ

(JL5099) 
1 

11/7 火 11:00 カイロ着（EK927） 

JICA 事務所 
2 

11/8 水 MWRI との協議 

ミニアへ移動 
3 

11/9 木 ミニア IIP との協議 

ダハブ堰調査 
4 

11/10 金 資料整理 5 

11/11 土 ダハブ堰調査 6 

11/12 日 ダハブ堰調査 

ミニア I Dir 
7 

11/13 月 ダハブ堰調査 8 

11/14 火 ダハブ堰調査 9 

11/15 水 マゾーラ堰およびサコーラ堰調査 10

11/16 木 ポンプ場調査 11

11/17 金 資料整理 12

11/18 土 ダハブ堰調査 13

11/19 日 

 

ミニア IIP との協議 14

11/20 月 1 羽田―関西（JL1317）―ドバ

イ(JL5099) 

ラフーン堰調査 

カイロへ移動 
15

11/21 火 2 11:00 カイロ着（EK927） 

14:00 JICA エジプト事務所 

MWRI との協議 16

11/22 水 3 9：00 MWRI 

ミニアへ移動 
17

11/23 木 4 ミニア IIP と協議 

ダハブ堰調査 
18

11/24 金 5 サコーラ堰、マゾーラ堰、ラフーン堰調査 

カイロへ移動 
19

11/25 土 6 資料整理 20

11/26 日 7 MWRI との協議 21

11/27 月 8 MWRI との協議 22

11/28 火 9 MWRI との協議 

ミニッツ署名 
23

11/29 水 10 JICA 事務所報告、大使館報告    

19：15 カイロ発 
24

11/30 木 11 ドバイー関西（JL5090）-羽田（JL1316） 25
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1.5．主要面談者 

 

所属先 氏名 / 職位 

MWRI 

ID Dr. Bahar Saad / Deputy Minister、 

Eng.Essam Barakat / Head of Irrigation Department 

IS Eng. Mohamed Reda Elbendary / Head of IS 

WD Eng. Abd El Hamid El Gayer / Head of WD、 

Eng. Mohamed Abd El Hakem / General Director、 

Eng. Mohamed Ismail  

West Minya ID Eng. Hany Galal / General Director of West Minya ID 

Mr. SAAD BASTA / Inspector West Yusefy 

Mr. Ahmed ABD Elrazek / Edwa Leader 

Mr. Emad Philip / Dahab Regulator Engineer 

Eng. Khames Ismail / District Eng. (Edwa Irrigation 

District) 

Mr. Mostafa Esaf Mohamed ATEF / Drawing section 

Mr. Khaled Mohamed (Chief Operator of Dahab Regulator 

Mr. ABD ELAZEEM Zaki Mohamed / Former Chief Operator of Dahab 

Regulator 

Beni Suef ID Mr. Ragy Younis / Chief Operator of Mazoura Regulator 

Mr. Mohamed Abdel Ghafar / Operator of Lahoun Regulator 

IIS Eng. Essam Barakat / Head of IIS 

Mr. Ali Mohamed Abd El-Razik / Undersecretary 

Eng. Alla Ismail / Director Technical Office 

Eng. Adel El-Madboully / General Director of Construction

Eng. Khatab 

IIP, Minya Eng. Nabil El Gandour / General Director of IIP, Minya 

Eng. Sami Onis / Submanager 

Eng. Samy Zaky、Eng. Hossam Sawzy 

Eng. Wagih Mikhael、Eng. Tarek Mahmaud 

Eng. Hossam Afifi / Director of Works、Magdy Israel /Director 

of Works) 

RGBS Eng. Mahmaud Rafee Mohamed Ebrahim / Technical Office of 

Head of RGBS 

ナイルデルタ 

水管理改善計画（JICA プ

ロジェクト） 

橋本 晃 / Chief Advisor 

大竹 雅洋 / Water Users’ Organization / Coordinator 

在エジプト日本国大使館 

 野中 振挙 / 一等書記官 

JICA エジプト事務所 

 小沢 勝彦 / 所長、小森 正勝 / 次長、東 太郎 / 担当職員、

Mr. Sherif Ahmed Yousli / Project Officer、鈴木専門家 (MWRI)

註：Eng. = Engineer 
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1.6．調査結果概要 

 （１）先方との協議結果 

ア．上位計画との整合性 

エジプト国家水資源開発計画（National Water Resource Plan -2017)において、「堰の

建設および改修」が主要取り組み事項として挙げられており、本案件も右取り組み事項

に位置づけられるとのことであった。また、水資源灌漑省 ID の活動計画にもダハブ堰改

修が記載されていることを確認した。 

イ．改修効果について 

ダハブ堰の配水地域への安定的な水の供給、灌漑面積の増加、堰における漏水の改善、

堰の維持管理費用の減額等、ダハブ堰改修による効果を双方で確認した。 

ウ．部分改修での対応可否について 

既存ダハブ堰（レンガ構造物）を調査した結果、建設から既に 100 年以上が経過してい

ることから、堰本体のアーチ部分にクラックがあり、レンガが破損している箇所が目立

った。また堰柱の水に洗われる部分については、洗掘が進んでおり、堰体の強度につい

ても、アーチ部分の平均を取ると 60kgf/㎝ 2 と低い（参考：鉄筋コンクリートの強度

210kgf/cm2）ことが判明した。ゲートについては劣化が激しく、ゲートを閉めた状態で

も漏水が確認できた。更にダハブ堰全 21 門中 3 門については巻き上げ用のチェーンが切

れて放置されたままの状態となっていた。また、ゲート操作については 1 つのゲートを 4

‐5 人で 20-30 分かけて手動で巻き上げているとのことあった。 

上述のとおり堰本体の老朽化が進んでいる状況を考えると部分改修による対応は困難で、

全面改修することが望ましい。 

エ．管理棟の役割について 

改修実施済みの３堰の管理棟と同様に①ゲート操作、②ゲート操作盤の収納、③ジェ

ネレーター等の機材の格納の３つの機能を持つことを確認した。また、ダハブ堰の隣

接する場所に、エジプト側実施機関であるミニア県 I Dir 所有でかつ使用していない

建物があることを確認した。改修すれば管理棟として使用できる可能性があるため、

調査団からエジプト側に提案し、ミニッツに記載した。 

オ．エジプト側負担事項について 

無償一般の先方負担事項の他に、以下のとおり本プロジェクトに特化するものを挙げ、

ミニッツに記載した。 

１）二次水路以降の改修もしくは新設 

２）併設橋に合わせた道路幅の拡張 

３）エジプト側関連機関の調整 

４）堰の維持管理費用の負担 

カ．環境影響評価について 

 エジプト側より法律に基づいて、無償本体工事が開始されるまでに必要な手続きを完了

させる旨説明があった。なお、手続きには最長で 3 ヶ月かかる旨併せて説明があったため、
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基本設計調査時にエジプト側に本手続き開始を依頼する必要がある。 

 

 （２）現地調査（踏査）結果 

ア．バハルヨセフ灌漑用水路全体の水管理 

ナイル川の限られた水資源を有効に活用するためには、バハルヨセフ灌漑用水路の全

4 堰において堰間の水配分を一元的に管理する必要がある。そのためにはダハブ堰に

ついても流量管理が容易かつ迅速に行えるオーバーフロー型ゲートへの切り替えが必

要である旨 MWRI 本省より説明があった。 

イ．３堰の維持管理状況 

過去に無償資金協力にて改修を実施した３堰において現地調査を行った結果、消耗品

の不足はあるものの、良好に運営維持管理されていることが確認された。 

ウ．３堰にて導入済みのオーバーフロー型ゲート 

既に無償資金協力によって改修された 3 堰ではオーバーフロー型ゲートが導入されて

いる。導入当初は規定された流量が短時間で達成できる下段ゲートのみを活用していた

事例も見られたが、ここ 2 年間では主に上段ゲートを操作して、細かく流量の調節を行

っており、オーバーフロー型の利点を活かして操作している旨MWRIから説明があった。

更に、オーバーフロー型ゲートの導入により、下流への無駄な放流が減り、結果として

堰の上流への水配分が増加した旨併せて説明があった。また、水利構造的にもオーバー

フロー型の方が堰下部の洗掘が少ない点が利点として先方より挙げられた。 

エ．併設橋の幅 

要請書によると 12m（既存は４m）であり、改修したサコーラ堰と同様の幅が要請され

ている。しかしながら、周辺に市場や村が密集しているサコーラ堰周辺と、家が点在

しているダハブ堰周辺とでは状況が異なり、また現時点での交通量を考慮すると再度

12m 幅の必要性を検討する必要がある。 

 

 （３）結論要約  

要請のあったダハブ堰は、限られた「エ」国の水資源の有効活用のために、重要な位

置づけにあること、ダハブ堰自体は老朽化が著しく改修の必要性が認められること、

過去に協力を実施した他の堰の運営維持管理状況が良好であること等から無償資金協

力案件としての妥当性および必要性はあるものと判断できる。 

なお、基本設計調査にあたっては上述のとおり、①併設橋の幅、②ゲートの型式につ

いては更なる検討が必要と判断される。また本案件の効果発現のために二次水路以降

の整備をエジプト側に強く求めていく必要がある。 

  



 6

第 2章 要請の確認 

 

１． 要請の経緯 

「エ」国（人口6,920万人。1人当たり国民所得(GNI)1,470ドル。国土総面積約99.5万

k㎡）はアフリカ大陸北部に位置し、国土の大半が砂漠地帯である。「エ」国の主要産

業の１つである農業はGDPの15％を占め（2004年）、就労人口の30％が従事している。

「エ」国政府は自給率向上のために農業生産の拡大を目指しているものの、農業用水と

して依存しているナイル川は、ナイル協定により年間有効利用量は555億m3と限られる

上に、年間降雨量が5㎜程度のため水資源の有効利用が課題となっている。このような

状況下、「エ」国政府は「第5次5ヵ年計画（2002/3-2006/7）」において水資源の効率

的利用を掲げており、水資源灌漑省(MWRI)は同5カ年計画に基づき2005年に「国家水資

源計画（-2017）」を策定し、水資源の有効利用のために2017年までに老朽化した灌漑

施設の改修、近代化を進めるとしている。今回要請のあったバハルヨセフ灌漑用水路の

総取水量は、ナイル協定水量の約8％に相当する45億トン／年であり、総灌漑面積は「エ」

国全耕地面積の11％を占める「エ」国農業において重要な施設である。また、バハルヨ

セフ灌漑用水路は全４堰（上流よりダハブ堰、サコーラ堰、マゾーラ堰、ラフーン堰）

およびダイリュート取水口から成る。 

我が国は、1992年に開発調査「バハルヨセフ灌漑整備計画調査」（以下、「開発調査」）

を実施し、バハルヨセフ灌漑用水路の取水堰改修事業を提案しており、同開発調査に基

づき、無償資金協力にてラフーン堰（1996年完工）、マゾーラ堰（2001年完工）、サコ

ーラ堰（2006年完工）の改修を実施してきた。今回改修の要請があったダハブ堰は、上

記3堰よりも上流に位置し、1900年に建造され、1917年及び52年に補修が行われたもの

の、現在では老朽化が激しく、また水門の故障等により適切な流量調節が困難となって

いるため、「エ」国政府は同堰の改修に係る無償資金協力を我が国に要請した。 

 

２．要請の背景 

2.1 上位計画との整合性 

MWRIのIIS, ISおよび水資源灌漑省関係各レベルでの協議により、水セクターの上

位計画にあたる国家水資源計画（National Water Resource Plan, 2017）の中で、

①最下流における未利用水の喪失防止、②堰、二次水路及び末端水路の改修・改

良、③組織・制度改革が挙げられており、本件は②に位置づけられることを確認

した。また、水資源灌漑省RGBSによる堰改修計画対象リストにもダハブ堰が記載

されていることを確認した。（添付資料３－1及び３－２参照のこと） 

 

2.2 事業実施体制 

堰の改修にあたっては、水資源灌漑省IIS、現場レベルではミニア IIP（IISの地

方出先機関）が担当となる。なお、改修後の堰の維持管理については、水資源灌

漑省ISおよびミニアIDir（ISの地方出先機関）の所管となる。このように本省か

ら現場事務所まで完全縦割り行政組織となっている。また、2003年度から、水資

源灌漑省を含む政府全体で大規模な予算削減がなされており、今後の動向に留意
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が必要である。 

 

2.3 事業対象面積 

事業対象面積は、ダハブ堰上流部92,912 Feddan（約39,000 ha）であり、バハル

ヨセフ水路全体の潅漑面積は、883,623 Feddan（約371,000 ha）である。一方、

「エ」政府は農地拡大を進めており新規開拓予定地も、全域で58,000 Feddan（約

24,000 ha, 7%）あり、堰の下流地区に集中している。（添付資料１１参照のこと） 

単位：Feddan(Acre)
堰対象灌漑面積 開発調査時 ％ 予備調査 ％ 増加率（％）
ダハブ堰上流： 75,562 9.8% 92,912 10.5% 23.0%
サコーラ堰上流： 77,492 10.1% 105,478 11.9% 36.1%
マゾーラ堰上流： 55,983 7.3% 47,334 5.4% -15.4%
ラフーン堰上流： 561,097 72.9% 332,899 37.7% 13.7%
ラフーン堰下流： (上流側に含まれる） 305,000 34.5% -
州別灌漑面積 開発調査時 ％ 予備調査 ％
ミニア 147,100 19.1% 188,410 21.3% 28.1%
ベニスエフ 73,145 9.5% 102,424 11.6% 40.0%
ギザ 148,300 19.3% 135,000 15.3% -9.0%
ファユーム 401,589 52.1% 457,789 51.8% 14.0%
総灌漑面積： 770,134 100.0% 883,623 100.0% 14.7%
１）開発調査時面積には当時の新開地及び開墾予定地を含む。
２）予備調査結果は、細野専門家報告書による面積を更新したもの。
３）マゾーラ堰上流部・ギザ州の灌漑面積減少は、開墾予定・実施の誤差と推定  

 

３． サイトの状況と問題点 

3.1  バハルヨセフ灌漑用水路の位置 

バハルヨセフ灌漑用水路は全長 312.7km でナイル川に沿って位置しており、上流か

らミニア県(Minya Governorate)、ベニスエフ県(Beni Suef Governorate)、ファユ

ーム県(Fayoum Governorate)、ギザ県(Giza Governorate)の４県を通る。なお、今

回要請のあったダハブ堰はミニア県に位置し、最上流に位置する堰である。 

3.2 ダハブ堰の状況と問題点 

（１） ダハブ堰の現況諸元 

ダハブ堰中央付近に掛かる銘盤によると、「NAZLET EL ABID REGULATOR AND LOCK, 

Commenced Feb. 1899, Opened July 1900, Themistocle IOANNOU, Contractor」

となっている。なお、堰名は現在では Monshat El Dahab Regulator (略して Dahab 

Regulator)と変更されている。また要請書による堰の建設年は 1901 年となってい

るが、銘盤による 1900 年が正しいものと考えられる。 

 

ダハブ堰は 1917 年、1951 年～1952 年に補修されているが、後者の資料の一部が

West Minya ID の Drawing Section にマイクロフィルムで残されている。しかしフ

ィルムやモニターの保管状態が良くないため、不鮮明で中身については確認でき

なかった。また、堰の左岸側に建設当初に設置された古い閘門があるもの、現時

点では使用されていない。次表にダハブ堰の現況諸元を示す。 
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註：建設年及び閘門の付替え年を要請書から修正 

 

（２）ダハブ堰の状況及び問題点 

1992 年に実施された「開発調査」時及び要請書で指摘された問題点について調査を

実施した。 

 

１) 堰体・併設橋 

ア 問題点 

開発調査時 要請書 

1) 堰体・併設橋共に老朽化が激しく、
表面のレンガ、特にアーチ基部に部分的
欠損と左岸堰柱No.1～No.10の水際部に
洗掘による崩落箇所、堰柱水切り部に磨
耗が見られる。 
 
2) 併設橋の構造が弱体化しているた
め、通過車両の荷重が制限されている。

1) 堰体が老朽化しており、堰柱、アーチ
部、基礎は部分的に損傷を受け、弱体化し
ている。 
 
2) 併設橋の構造が弱体化しているため、
通過車両の荷重が制限されている。 

 

イ 改修記録および現状 

（ア） West Minya ID (Drawing Section)に保管されているマイクロフィルムによる

と、1951～1952 年の改修は堰右岸側に仮排水路を掘削し、上下流締切りを行った上

で大規模な改修が計画されたが、実際にはこの計画は実施されなかった（前ダハブ

堰 Chief Operator に確認）。 

（イ）1951 年時点で堰柱にクラックがあったため、各堰柱天端よりボーリングしモル

タルを注入（グラウト）した。ボーリング孔の跡がモルタルでキャッピングされて

おり、No.14 の堰柱は 2 ヶ所のボーリング孔があった。堰右岸下流側アバットはグ

ラウトを実施したが、注入圧で崩壊の危険が生じたため中止し、即効性のセメント

を使用して補修した。なお、左岸側は問題無くグラウトが実施されたとのことであ

る。グラウチングを水中で実施したのか、堰柱前面を締切り、ドライで実施したの

かは不明であるが、何れにしても大きな注入圧はかけられず、モルタル・ペースト

がクラックの隅々まで十分行き渡っていることは不可能であり、その状態で更に 50

年以上経過していることは、堰柱がかなり傷んでいるものと考えられる。 

（ウ） 上記と同時期に堰の上下流面のブロックが補修され、その表面及び目地はモル

タルで被覆されたが、上流面のアーチ基部の一部及び全てのアーチ部クラウンにク

ラック検出盤(以後「クラック盤」と略称)が設置された。この時点でクラック盤を

  位置 堰総延長 建設年 補修年 堰体構造 エプロン構造

ダイルート
堰下流 77.6 
km 

88.0 m 1899 ～ 1900
年 (銘盤に
よる) 

1917 年 、
1951~1952
年 

レンガ造り、 
モルタル目
地 

張石、水門敷上
げ底 

堰柱 水門 ゲート形式 巻上げ方式 併設橋 閘門 

幅 1.25 m 及
び 2.0 m 

径間 3.0 m x 
20 門 

2 段式鋼製
スルースゲ
ート 

移動式チェ
ーンブロッ
ク 1点吊り 

レンガ・アー
チ構造、幅員
4 m 

1967 年左岸付
替え、幅員 8 m



 9

設置したことは、既に幾つかのアーチ基部及びクラウンにクラックが入っていたた

め、このクラックの拡大及びクラックの入っていない箇所についてもその検出を目

的としたものである。 

（エ）このクラック盤設置箇所でクラックのある箇所は、No.7 及び No.15 スパンのク

ラウン、No.5 の堰柱 (アーチ基部)である。これらの箇所のクラック幅は 1～2 mm

で拡大している兆候はないが、クラック盤設置後に入ったものであり、堰柱基礎部

の不等沈下等が考えられる。 

（オ） No.5 スパンの下流側基礎にクラックが入り、基礎から 1 m の箇所まで洗掘さ

れたため、カイロ本部からの指示により 1992 年頃からゲートの開閉が禁止されてい

る。また、1995/96 年の RGBS の調査資料により堰柱基礎の栗石部付近まで洗掘(長

さ 3.2 m、深さ 1.5 m)が及んでいることが確認された。基礎の栗石部の厚さは開発

調査時のボーリング柱状図により 0.8 m となっている。また、水門敷上げ部の厚さ

は 1.5 m と推定される。 

（カ）No.1~No.11 の上流面アーチ基部のモルタル被覆が剥げ落ち、表面のレンガの風

化が部分的にあり、シュミットハンマーの打撃により、崩れたり、クラックが入っ

たり、さらに反発しない箇所もある。この原因としては次に挙げる理由が考えられ

る。 

a.アスワン・ハイダム完成（1970 年代）以前の洪水により洗掘された。 

b.ゲート天端付近のため水が撥ねてこの部分に当り、内部との湿度の違いにより表

面のモルタルが剥離した。 

c. アーチ基部で応力が集中する箇所であるため、表面が剥離した。 

（キ） No.11~No.21 の上流面アーチ基部は被覆モルタルの色が比較的新しく、崩落

箇所は少ないが、シュミットハンマーの打撃により、被覆モルタルが崩れ、クラッ

クが入る箇所があった。左岸側よりレンガ表面の風化が激しかったためモルタル被

覆がなされたものと考えられる。 

（ク） No.1~No.10 の堰柱の水際部に洗掘による崩落箇所があるが、特に No.1、No.7、

No.8 スパン両側の堰柱は洗掘が激しい(深掘れ箇所：約 25~30 cm)。 

（ケ） 1995/96 年の RGBS の調査資料より深さ 10 cm 以上の侵食或いは深掘れ箇所は

No.11、No.17 及び No.18 を除く全てのスパンで生じており、No.4 スパンのように幅

30 cm の割れ目の存在も確認されている。 

 

ウ 併設橋の調査状況 

（ア）West Minya ID からの情報では最大荷重は 30 トンとのことであるが、橋の両端で

検問があるわけでなく、実際は車両は自由に通過している。しかし幅員が 4 m のた

め、実質的には最大荷重は 30 トンに抑えられているものと推定される。 

（イ）No.13～No.16 のスパンの下流側アーチ部に 10 年位前からクラックが入り徐々に拡

大している。なお、この付近から車止めの外側が下流側に湾曲している。 

（ウ）橋の舗装は約 15 年前に実施したのが最後であるが、路面の状況は良好な状態であ

る。幅員が 4 m のため大型車の通行ができないこと、交通量が比較的少ないことが
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理由として考えられる。 

 

２)  ゲート  

ア 問題点 

開発調査 要請書 

1) 扉体重量：扉体の形状は幅－3.0 m、高
さ－2.8 m と大きく、自重が大きい上に、
スルースゲートのため摩擦抵抗が大きい。
また、幅 3.0 m の扉体の中央で 1 本吊りの
チェーン巻上げ式のため扉体のバランスが
崩れやすく、1 つのゲートを 4 人掛りで 20
～25 分かけて操作している。 
 
2) ゲート操作が容易でないことから、常
時、下段ゲートを降ろし、上段ゲートの開
扉操作のみによる潜り刃形堰の水流状態で
水位調整を行っているため、変則的で不規
則な管理となっている。 
 
3) 手動による巻上げゲートの貧弱な操作
性は、灌漑用水の損失又は浪費をもたらし
ている。 
 
4) 巻上げ荷重が大きく操作に時間がかか
るためゲート前面に停滞するゴミ・動物の
死骸等の排除頻度が減少し、水質悪化、悪
臭、ハエ・蚊の発生源となっている。 
 
5) 巻上げ用チェーンに多大な荷重がかか
るためチェーンの切断事故が多く、そのま
ま流水下に放置された下段ゲートがある。

1) 巻上げ式ゲートは、重量が大きいため巻
上げ用チェーン及び巻上げ機に大きな負担
となっている。 
 
2) 貧弱な状態の手動巻上げゲートは灌漑
用水の損失又は浪費をもたらしている。 
 
3) これらの状況は、支線水路への水配分を
する上で不安定な流れが生じる原因となっ
ている。 
 
4) ゲート機能の低下により、ゲート前面に
多くのゴミが滞留するが、これは堰周辺の
環境に悪い影響を及ぼす。 
 

 

イ ゲート調査状況 

（ア） ゲートの自重が大きい上に、スルースゲートのため摩擦抵抗が大きく、1 門・

2 段のゲート操作に 1 時間程度かかっている。また、操作に時間がかかるためこ

の間に水量のロスが生じている。 

（イ）常時、下段ゲートを降ろし、上段ゲートの開扉操作のみによって水位調整を行

っているため、変則的で不規則な管理となっている。 

（ウ）No.20 のゲート戸当り部からの漏水が確認できた。エジプトでは一般的にゲー

トの戸当り部の止水にラバーを使用していないため、他のゲートでも漏水は多い

とのことであった。例として、ダハブ堰上流左岸の二次水路 Mabrok 水路の取水ゲ

ートが、断水期間中で閉められていたが止水用ラバーを使用していないため、ゲ

ート戸当り部より音を立てて漏水していた。維持流量とも考えられるが、今後の

エジプト側による水管理の課題である。 

（エ） 巻上げ荷重が大きく操作に時間がかかるためゲート前面に停滞するゴミ・動物

の死骸等の排除頻度が減少し、水質悪化、悪臭、ハエ・蚊の発生源となっている。 

（オ） No.13~No.14 の扉体のチェーンが切れ流水下に放置されている。 

（カ）各年の初め（1 月頃）の約 2 週間が断水期間となり、ゲートは全開するが、こ

の間がゲート、チェーン及び巻上げ機の補修期間となる。ゲートの塗装(瀝青材)
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は 5 年前までは隔年実施していたが、5 年前にエポキシ樹脂の被覆を実施して以

降、ゲートの塗装は実施していない。 

（キ）閉めたゲートの前面にはかなりのゴミの滞留はあったが、適宜処理しているよ

うである。また、開けているゲートの多くは前面にゴミの滞留は殆ど無いが一部

は中央のチェーンにゴミがからまっていた。なお、ダハブ堰下流の他 3 堰では、

ゲート前面のゴミはゲート操作により除去している。また、ダハブ堰上下流の河

岸では、傾斜がきついためか、サコーラ堰の場合と違い、洗濯、皿洗いをしてい

る人はいなかった。 

 

3) 閘門 

ダハブ堰の改修にあたっては要請書では閘門について何も記述されていないが、新

たな堰の設置位置によっては、堰の一部として活用する可能性もあるため、その調

査の概要について述べる。なお、閘門自体は 1976 年左岸付替えており、幅員 8 m

である。閘門橋台下流側のレンガ部は 210 kgf/cm2 以上の強度が期待できるが、目

地部は幅が狭くシュミットハンマーによる試験はできなかった。このため、閘門を

堰の一部として利用する可能性がある場合には、コア抜取り試験により強度を評価

する必要がある。なお、 閘門橋梁の幅員は、車道部 6 m、歩道部 0.5 m x 2 =1 m で

あるが、車道部が 6 m のため小型車はすれ違いできるが、大型車のすれ違いは困難

であり、新たに併設橋の幅員を拡幅した場合、既存の閘門の幅を拡大する必要があ

る。 

 

4) 下流河床 

要請書では下流河床についての記述はないが、堰の状況を把握する上で重要な事

項の一つであることから、開発調査時の問題点と今回の調査状況について述べる。

なお、問題点としては堰下流約 80 m 地点を中心に水路流心部に最深 5 m の洗掘箇

所がある点が挙げられる。 

今回の調査では①マイクロフィルムの記録によると、1951～1952 年の改修時前の

下流側エプロンに接続した河床部は、かなり洗掘された、② 洗掘防止のため、捨

石(ナイル東岸で採れる石灰岩)を実施していたが、約 15 年前から予算不足を理由

に行っていない、③Minya IIP が概略の横断測量を実施している、の 3点が確認さ

れた。 

なお、次の断水時期については 2007 年 1 月に予定しており、老朽化の現状を把握

するために、JICA エジプト事務所に写真撮影を依頼した。 

 

5) その他 

要請書ではその他の事項についての記述はないが、開発調査時に指摘された堆砂、

河岸侵食についての調査状況は次の通りである。 

項目 問題点 調査状況 

堆砂 放置された下段ゲート前面では
堆砂厚が1.0 mにもなっている。

ダハブ堰 Chief Operator からの情報
では上流での堆砂は無いとのこと。 
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河岸
侵食 

本川水路の河岸侵食が進んでお
り、特に水路直下流で荒廃が激
しい。 

左に同じ 

 

3.3 ダハブ堰上流部の二次水路の取水工及び末端水路の現状 

ダハブ堰改修にあたっては、効果を最大限発現するためには、二次水路以降の改

修もしくは新設が不可欠である。これらの事業については、エジプト側の負担事

項となるが、今回の調査においては、ダハブ堰の対象地域において、二次水路以

降の状況を確認した。取水工はほとんどの箇所でその機能が維持されており、ご

みの滞留や一部の故障などを除いて、堰の改修によって必要水位が確保できれば

機能するものと判断される。二次水路は、現在の設備で用水を圃場まで搬送でき

ているものの、定期維持管理作業、特に草取りと堆砂除去が適時に実施されてい

ない箇所もあった。農民からの聞き取り結果によれば、二次水路においては上流

では一般に灌漑水は十分であるとし、中流下流では夏季に水不足が生じるとして

いる。ただし、WUAは全く存在せず、個々の農家が必要に応じて勝手に取水してい

るので、二次水路での水管理運用状態は改善が必要である。更に二次水路から更

に末端水路へ分水する場合の運用・流量調整が行われていない場合が多いので、

長期的には水理的な性能改善なども含めた総合的な対策が必要と判断する。 

 

3.4 ダハブ堰対象地域の営農状況 

1992年の開発調査時に比べ、作付け状況はファユーム州で水田耕作面積が更に拡

大し、ベニ・スエフ州での水田耕作が確認され、ミニア及びベニ・スエフ州で砂

糖大根の栽培が増加している。また、全般的に、綿花栽培面積が減少しており、

野菜栽培が拡大しているが、これは、市場価格の遷移によるものであると推定さ

れる。対象地区では、更に夏季の水不足を問題視する農民が多く、逆に改修によ

り水不足が幾分でも改善されるならば便益が生ずる可能性が高い。農民は個人事

業意識が強く、購入・収穫・出荷などで共同作業をすることはなく、農民組織の

構築や機能強化を実施する際には困難を伴うと予想される。 

 

3.5 堰運用維持管理の現状 

全４堰の全体状況に関する比較及び開発調査時点との比較は添付資料４に取りま

とめた。ラフーン、サコーラ及びマゾーラ堰の運用維持管理状態は良いと判断す

る。同３堰は、現在最小人数により堰の機能が発揮されており、管理者による毎

日の通常維持管理作業に加え、担当I Dirのエンジニアによる定期点検（1ヶ月か

ら3ヶ月程度）が実施されており、一部電球などのストックが無いことを除けば消

耗品や緊急時発電機運転体制も確保されていることから、ダハブ堰改修後の堰機

能についても同様に発揮されるものと思われる。しかし、同３堰の対象地区にお

いても、改修後も夏季には部分的に必要水位が確保できず、二次水路末端まで水

が届いていない箇所も確認した。改修後上下流水位の調整が容易となったにもか

かわらず、いまだに下流水位調整を第一義とする（下流に必要な流量を確保する

ことを最優先する）運転方式に固執しているために、上流水位はかなり変動して
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おり、その先の二次水路での流量調整が困難となっていると推測される。一方、

ダハブ堰では、チェーンが切断されたままであったり、ゲート漏水、下流洗掘な

どの老朽化による問題が多い。しかしながら日常維持管理体制はしっかりしてい

るので、改修後には他３堰と同様の維持管理がなされるものと思われる。 

 

４． 要請内容の妥当性の検討 

4.1 堰本体の強度 

ダハブ堰本体強度の検討(添付資料－１参照)の結果、ダハブ堰柱部の強度は一番

低いところで60 kgf/cm2 に満たない（アーチ部分の強度の平均値）と判断される。

このためゲート等の新設設備に対する堰の設計強度(鉄筋コンクリートで210 kgf 

/cm2)の1/3以下であり、ダハブ堰本体は構造材としては利用できない。 

  

4.2 ダハブ堰の評価 

下記に示す評価結果より、ダハブ堰は運用開始後、106年経過しており、特に堰下

流部の洗掘が激しく堰体の安定性に問題があることから、転倒・崩壊の危険性も

無視できない。 

（１） 堰柱・堰体の損傷状況 

１）水上部 

1951～1952年の改修時に堰柱にクラックがあったため、各堰柱上部よりボーリ

ングし、モルタルを注入（グラウト）した 。ボーリング孔の跡はモルタルでキャ

ッピングされており、No.14の堰柱には2ヶ所のボーリング孔があった。堰右岸下

流側アバットはグラウトを実施したが、注入圧で崩壊の危険が生じたため中止し、

即効性のセメントを使用して補修した。なお、左岸側は問題無くグラウトが実施

された。 

また、同時期に堰の上下流面のブロックが補修され、その表面及び目地はモル

タルで被覆されたが、上流面のアーチ基部の一部及び全てのアーチ部クラウンに

クラック検出盤 (以後「クラック盤」と略称) が設置された。このクラック盤設

置箇所でクラックのある箇所は、No.7及びNo.15アーチ部分のクラウン（頂部）、

No.5の堰柱 (アーチ基部) で、原因としては堰柱基礎部の不等沈下が考えられる。 

No.1～No.11の上流面アーチ基部のモルタル被覆が剥げ落ち、表面のレンガの風化

が部分的にあり、シュミットハンマーの打撃により、崩れたり、クラックがはい

ったり、さらに反発しない箇所もあるため、水じょく部の風化・劣化はかなり進

行している。 

更に No.11～No.21の上流面アーチ基部は被覆モルタルの色が比較的新しく、崩

落箇所は少ないが、シュミットハンマーの打撃により、被覆モルタルが崩れたり、

クラックが入る箇所があったことから、これらの箇所は左岸側よりレンガ表面の

風化が激しかったためモルタル被覆がなされたものと考えられる。 

 

２）水際・水中部 

 No.1～No.10の堰柱の水際部に洗掘による崩落箇所があるが、特にNo.1、
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No.4,No.7、No.8スパン両側の堰柱は深掘れ箇所が約25~30 cmと洗掘が激しい。更

にNo.5の堰柱の洗掘は殆ど貫通するような状況であった。 

1995/96年のRGBSの調査資料でも深さ10 cm以上の侵食或いは深掘れ箇所はNo.11、

No.17及びNo.18を除く全てのスパンで生じているとのことであった。 

 

（２） 堰柱基礎の洗掘による堰体の安定性の問題 

No.5スパンの下流側基礎が洗掘 (長さ3.2 m、深さ1.5ｍ)され、堰柱基礎の一部

まで洗掘が及んでいるためMWRI本部からの指示により1992年頃からゲートの開閉

が禁止されている。 

また、堰の安定性の面から堰上下流の水位差2.0 m以上でのゲート操作が禁止さ

れている。そのために堰の上流に必要な水量を確保できない場合も多い。 

 

（３） 併設橋アーチ部の変形 

No.13～No.16のスパンの下流側アーチ部に10年位前からクラックが入り徐々に

大きくなっており、またこの部分から堰自体が下流に向かって湾曲していること

から、基礎、堰柱又はアーチ部に変位が生じている可能性が大きい。 

  

4.3 改修案の検討 

「開発調査」では代表的な堰としてダハブ堰の諸元を用いて部分改修及び新設（全

面改修）の2ケースについて以下の比較案が検討され、C-2案が提案されており、

今回の要請も同様の内容となっている。なお、A-1案は既存施設の補強であり、A-2

案、A-3案、B-1案及びB-2案は既存施設は残しつつ、ゲート部及び併設橋を新設す

る案である。C案については既存の堰を取り壊し、新設する案である。比較案の概

要を次表に示す。 

 

比較
案 

堰体/堰柱 堰柱上部構造 ゲート 適用 

1 
既存施設を補
強 

2 
既存堰直下流
幅員4mで新設 

A  

3 

・既存堰前面に新設 
・径間長は既存堰と同一
・20門の内5門を閉鎖する
・総堰長88mを24m短縮 
・総堰長64m (3m x 15門) 既存堰直下流

幅員6mで新設 

・2段ホイールタイ
プ 
・15門‐3m x 3.1m 
x 2枚 

1 
新堰体に接続
して幅員4mで
新設 

B 

2 

・既存堰前面に新設 
・径間長は一部拡幅 
(3m x 3門、6.5m x 6門)
・総堰長64m 新堰柱に接続

して幅員6mで
新設 

・2段ホイールタイ
プ 
・3門‐3m x 3.1m x 
2枚 
・6門‐6.5m x 3.1m 
x 2枚 

部分改修 

1 
・径間長6.6m x 6門 
・堰柱 幅1.5m x 7基 
・総堰長47.1m 

・ラジアル・ゲー
ト 
・6門‐6.6m x 3m  

C 

2 

・径間長8m x 5門 
・堰柱 幅2m x 6基 
・総堰長48m 

幅員6mで新設 

・2段ホイールタイ
プ 
・5門‐8m x 3.1m x 
2枚 

新設 
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3 

・径間長13.4m x 3門 
・堰柱 幅2.5m x 4基 
・総堰長45.2m 

 ・2段ホイールタイ
プ 
・3門‐13.4m x 
3.1m x 2枚 

 

 

上述のダハブ堰の評価結果を基に改修案を検討した(添付資料－２参照)。検討の

結果、不安定な状態にある既設施設の改修及び既設施設を介在した部分改修は困

難であると判断した。従って、エジプト側要請どおりC-2案の全面改修が望ましい。 

 

4.4 オーバーフロー型ゲート 

他3堰の基本設計調査においても、ゲート形式の比較検討の結果、オーバーフロ

ー型ゲートが採用された経緯があるが、今回の予備調査において、「エ」国側より

ゲートの型式の利点を生かして活用している旨の説明があった。これらの利点に

ついては、上段ゲートによって流量の微調整が可能で、水がゲートを越流するが、

堰の下流側には通常、水があるためにクッションとなり、エネルギーが減勢され

ることである。一方、下段ゲートはその開閉により大容量の流量調整が可能とな

り、急速に流量調整をしたい時には活用できるが、流速が大きくなるためゲート  

下流側エプロン或いは下流河床の洗掘が生じる可能性がある。 

 オーバーフロー型ゲートについては、過去における3堰の協力実績から「エ」側

が維持管理および操作能力の経験を有しており、バハルヨセフ灌漑用水路全体に

おける水管理の観点からもダハブ堰においてもオーバーフロー型ゲートの導入を

検討する。 

 

4.5 管理棟 

既設3堰の管理棟にはゲート及び電力の操作盤、機材収納庫、予備発電機室、ト

イレが適切に配置され、有効に機能している。また、予備発電機は、各堰で頻度

の違いはあるものの、停電時には問題なく稼動している。また｢エ｣側によると日

常点検を実施しているものの、維持・管理記録は作成していないとのことであっ

た。なお、ダハブ堰においても同様の機能を持つ管理棟を設置する必要がある。 

本件の建設用地については本体施設の配置に関係するが、用地としては、既設

堰右岸側及び中州が考えられる。また、右岸側にミニア IDirの2階建ての建物が

空いているため、改修して管理棟として活用することを検討する。管理棟として

適さない場合には、工事中の現場事務所としての活用も検討する。 

 

4.6 改修効果発揮の検討 

（１） 灌漑面積拡大 

堰改修による水位確保による灌漑面積拡大・耕作強度向上・単収向上・灌漑効率

向上に関しては、現場視察及び聞き取り調査結果（添付資料 5参照のこと）では、

すべての面で増加傾向を示した。農地面積、栽培面積、単位収量、市場価格など

の資料が収集できたので、これにより数値的に検証した（添付資料 7,8 及び 9 参

照のこと）。ただし、農業関係資料はミニア及びベニスエフ州のみが直接現地で入
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手できたのみで、ギザ、ファユーム州に関しては統計資料からの引用となる。 

ア．耕地面積は、4州で 19％増加し、作物栽培面積は、21％増加、作物栽培強

度は下表に示すとおり、2％増加した。バハル・ヨセフ水路潅漑地域内では、

ベニスエフ州で特に増加した。ミニア州では 1.72 から 1.79（調査結果）に、

ベニスエフ州では、1.87 から 2.00（HDI データ）に増加している。 

 

作物栽培強度 

州名 開発調査時 HDI 報告書 今回調査 増加率 

ミニア 1.72 1.74 1.79 3.6％ 

ベニスエフ 1.87 2.00 1.80 7.3％ 

ギザ 2.18 2.04 - -6.4％ 

ファユーム 1.74 1.79 - 2.6％ 

合計 1.83 1.86 - 1.9％ 

 

イ．一方、地区内人口は 1990-2003 年で 50％（年率 6％）増加しており、結果

として、農家戸数は、30％増加、農家一戸あたり耕地面積は、下表に示すとお

り平均で 10％減少した。その中で、ファユーム州では、同時期に農家戸数は 6％

減少し、農家一戸あたり耕地面積が 14％増加している。 

 

農家平均土地所有面積（Feddan） 

州名 開発調査時 CAPMAS 開発調査時 増加率 

ミニア 1.38 1.37 1.24 -10.1％

ベニスエフ 1.58 1.02 1.35 -14.6％

ギザ 1.43 1.00 - -30.1％

ファユーム 2.45 2.79 - 13.9％

平均 1.71 1.55 - -10.2％

 

ウ．綿花、小麦、メイズという 3 大作物の長期的市場価格低下傾向があり、対

抗策として国策による砂糖大根の製糖工場建設と栽培拡大が推進されており、

砂糖大根の栽培が増加している。また農民の自主的な対策として季節値段変動

は大きいものの、野菜の栽培が拡大している。一方、単位面積収量は、ほぼす

べての作物で上昇している。 

エ．農家の純農業収入は、ミニア州では 1,790L.E.から 1977LE に、ベニスエフ

州では、2,110L.E.から 2,176L.E.に増加している。平均で、7％増加してはい

るが、農地所有面積の減少傾向と作物価格の低迷により増加傾向が続くとは言

い難いと考えられる。 

エ．上記傾向は、対象地域で一般的であり、改修効果が波及してないミニア州

だけが、例外的な傾向ではなかったため、堰改修効果のみによるものとは言い

切れない。 
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（２） 灌漑効率向上 

堰改修効果としての、灌漑効率向上の検証を、堰水位資料、栽培データ等で行っ

た。年平均灌漑効率は、開発調査時 60.9%に対して、今回の試算では、2005/2006

年灌漑効率は 59.6%であった。開発調査時には、1 月に需要に対して大幅に過少供

給であったが、これが是正された。その反面、10 月及び 11 月には需要に対して過

大な取水がされており全体の調整機能がいまだに不十分と判断できる。しかしな

がら計算結果は仮定数値の影響が大きく、また月毎の変動も大きく、十分に現状

を把握した評価は困難と思われる。結論として、潅漑効率に関して大きな変化は

無かったと思われる。（添付資料１２灌漑効率試算結果参照。） 

 

（３） ポンプ運転費用削減 

堰の改修により、水位調整がきちんとなされれば、二次水路以降に排水を行うポ

ンプ運転費用が削減されることになるため、運転費用に係る調査を行った。ポン

プ運転費用削減効果は聞き取り調査及び現地調査結果によれば一定の効果があっ

たものと判断できる。（添付資料１０－２参照のこと） 

 

（４） 水位調整機能向上 

堰による水位調整機能の検証のために、ダイルート取水堰、ダハブ堰、過去に完

成した３堰、および二次水路取水位について水位資料を収集し、その年間変動状

態について検討した。堰上下流水位の年間変動と運用解析結果は添付資料１３に

示すが、要点は以下の通りである。 

- 4 堰に共通してピーク時の下流水位安定を目標として運用していることが

見て取れる。 

- ラフーン堰では、年間を通じて水位管理目標を達成していると判断できる。 

- マゾーラ、サコーラ堰の水位変動は非常に類似しており、ほぼ、水位管理

目標を達成している。 

- 一方ダハブ堰では、年間を通じて下流水位が必要以上に高く、ピーク時の

上流水位は明らかに不足している。下記に年間水位変動 

状況を示す。上下流水位差は、本省からの指示により 1.5ｍから 2.0ｍ程度

に保っており、堰改修により上下流水位差を十分につけることが可能となれ

ば、上流水位を更に高く保持できると判断する。 

- 一方、ピーク時期の下流水位は必要水位よりかなり高く、下流優先の水管

理が明確であるとともに、無効放流の可能性が高い。 
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ダハブ堰年間水位変化
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二次水路取水位の年間変動解析結果は下記の通りである。 

- ダハブ堰の上流部と下流部でその変動状況及び必要水位との関係について

解析した。結果は添付資料１４に示す。 

- 必要水位確保日数は、2005 年 11 月から 2006 年 10 月までの 1 年間で上流

部が平均 176.8 日に対し、下流部では 219.4 日であり、一定の 3 堰の改修

効果があった。 

- 下流部にある二次水路では、低水位期でも必要水位が確保しやすい傾向が

ある程度見て取れる。 

- ほとんどの二次水路で５月から９月までのピーク時期には必要取水位があ

る程度確保できていることが確認されたが、堰上流側の水位変動への細か

い対応ができてないことが、無効取水及び無効放流につながっていると思

われる。 

 

（５） 交通状況の改善 

堰改修に伴う併設橋の整備による交通状況の改善も、現時点では肯定的な結果で

ある。ダハブ堰での交通量は、開発調査時に 1 日 70 台程度とされていたが、今回

の調査結果では 1日 1,500 台となり、大幅な増加を見ている。聞き取り結果でも、

首都からナイル川沿いに伸びている砂漠道路開設に伴う周辺の開拓進展に伴う大

幅な交通量増加が報告されている。砂やブロックなどの建設資材輸送は頻繁に行

われていることからも、併設橋の増幅の必要性はあると判断する。しかし、ダハ

ブ堰から 7km 下流にも橋が設置されており、定期農業市場が近くには存在しない

ことから、住民の強い拡幅要求や渋滞による経済停滞などは認識できなかったた

め、増幅については必要最小限とする必要がある。 

 

（６） 維持管理費用削減 

資料収集・分析結果により開発調査時以 降の維持管理費変動について検討した。

総合的に判断すると、定期点検費用及び修理費用のみについては削減効果があっ
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たと思われる。しかし人件費については、社会的状況、採用・訓練状況、及び運

営組織改善など他の要素も関っており、全体としては削減されてはいない（もし

くは増加）ことが判明した。（添付資料 10-1 及び 6参照） 

 

4.7 要請妥当性総合判定 

（１） ダハブ堰改修による効果 

ダハブ堰改修による効果としては、１）灌漑対象面積の拡大及び２）二次水路上

流での必要水位確保日数増大が挙げられる。栽培強度及び単収増加は全体的なも

のであり、堰改修による直接効果として判断するのは困難である。農民の経済的

収入増加は間接的効果であるが、人口圧力による耕地面積減少や農産物価格の下

落などのマイナス要因の影響もあり、また二次水路の状況や二次水路内の水管理

状況など堰改修効果発揮のための必要条件の影響力も大きいと思われる。 

 

（２） ダハブ堰の機能発揮 

堰の運営維持管理は、他３堰の良好な運転状況から判断して、ダハブ堰でも同様

の体制が構築されるものと判断する。堰維持管理が良好に実施できれば、水位・

流量の調整という堰の機能は十分に発揮できると判断する。 

 

（３） 取水の改善 

改修後に堰の機能が発揮できれば、堰上流部の二次水路の取水位が以前より改

善され、支線末端部での水不足が解消できる可能性がある。ただし、その効果を

最大限に発揮するためには、「エ」側により最低限必要な二次水路以降の修理が終

了し、維持管理及び水路内での水管理が適切に実施される必要がある。 

 

（４） 全面改修の必要性 

堰の構造の面から考察すると、ダハブ堰は建設され既に 106 年経過しており、全

体的に老朽化が著しい。また、以下の理由から既存の施設を活かした部分改修で

の対応は困難と判断される。 

１）堰本体（堰柱、アーチ部分） 

ア.現在のダハブ堰の強度は約 60kgf/cm2（アーチ部分の平均値）であり、これは

通常の堰の設計強度である 210kgf/cm2 の 3 分の 1 以下と、極めて危険な状況であ

る。 

イ．更に全 21 アーチの内、11 門に幅 1-2mm のクラック（亀裂）が入っている。 

ウ．堰柱部分についても、21 ゲートの内、18 ゲートの両側で水に洗われる部分の

洗掘が進んでいる。特に No.1,7,8 ゲート部分については 25～30cm 程度洗掘され

ている。堰柱自体が洗掘されていることにより、堰体の安定性に問題があり、転

倒・崩壊の危険性も無視できない。 

 エ．既存の施設がレンガ造りであり、補強する場合には、エポキシ樹脂を用いる

ことが一案であるが、応急措置でしかなく、耐久性に問題が生じる。 

２）ゲート 
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 全てのゲートにラバーがついていないことから、ゲートの両サイドから漏水し

ている。またゲート自体の重量が大きく、手動操作に時間がかかる。 

３）運用上の問題 

堰の現在の構造的脆弱性を考慮して、エジプト側の算出により上下流水深差が

２ｍに制限されていることから、ダハブ堰上流に必要な流量が配分できない場合

もある。 

 

上述のとおり上記の構造及び運用の両面から総合的検討した結果、堰の安全性と

機能回復の観点から、全面改修の必要性があると判断できる。特に堰本体の老朽

化による強度低下が著しく、部分改修しても未改修部分の強度不足のため堰の安

全性に問題が残る。また仮に補修工事を実施しても部分的には耐久性が向上する

ことも考えられるが、堰全体の貸与年数が伸びる訳ではないので、不経済な構造

物となることが懸念される。 
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第３章 結論・提言 

 

 1 協力内容ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ・ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞの結果 

（１） 妥当性判定 

本案件は、既述のとおり堰本体の老朽度及び改修効果を考慮し、妥当性・必要性・

緊急性は高いものと判断できる。しかしながら、サコーラ以下の堰改修後でも、

かなりの二次水路下流部で夏季に水不足が発生しており、改修の効果が水管理の

改善に直結していない状態が見て取れたため、その改修効果発揮のためには、エ

ジプト側による二次水路の改修、水路維持管理の改善や農民による自主管理など

の長期的措置が必要と思われる。 

 

（２） 案件規模 

案件規模は、ほぼ要請通りで妥当と判断できるが、併設橋幅員については経済性

に基づいて基本設計調査時点で更に検討が必要である。また、管理棟は必要と判

断するが、既存の建物の改修による使用を建設費用代替案として検討する必要が

ある。 

     

2 基本設計調査に際し留意すべき事項等 

（１） 改修効果 

本プロジェクトの目的は「対象地域の灌漑効率が向上する」ことであるが、ダハブ

堰から灌漑地域に水が安定的に供給されるためには、二次水路や末端水路等の改修

が必須となってくる。二次水路以降については「エ」側負担事項であるが、プロジ

ェクト目標を達成するために、二次水路の状況を適宜把握するともに、先方に二次

水路以降の施設の改善（もしくは新設）を強く求めていく必要があると思われる。 

（２） 「エ」側実施体制 

灌漑事業にかかるエジプト側実施体制については、灌漑施設の建設は水資源灌漑省

内 IIS、灌漑の維持管理、分水については IS が所管しており、地方においても各々

の出先機関がある等、関係機関が非常に多く、調整を十分に行っていく必要がある。

また、現時点で実施機関となっている IIS、IS に加え、RGBS, EMD 等の関係機関を

調整するための組織体制構築も併せて必要である。 

更に、IS 分水部との協議において、2007 年にバハルヨセフ灌漑用水路を含む中エジ

プトの水配分を統括する事務所（Inspectorate for water distribution of Middle 

Egypt）が設置予定であるとの説明があったため、今後動向を注視していく必要があ

ると思われる。 

（３） 「エ」側負担事項  

先方負担事項については、他の「エ」国の案件と同様に詳細かつ具体的に記載し、

基本設計調査時のミニッツで再度確認する必要がある。特に上記（１）のとおり、

案件効果の発現のためには、二次水路以降の改修もしくは整備を求めていく。 
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（４） 治安 

本プロジェクトサイトであるミニア県はイスラム原理主義者の拠点となっており、

このため外国人の移動に関しては制限を受けたり、もしくは護衛が必要な場所もあ

る。したがって調査期間中は先方政府に協力を要請し、セキュリティ人員の配置等

を依頼する等十分な安全対策を講じる必要がある。 

（５） 堰位置 

新たに設置する堰の位置については、以下が考えられる。 

１）サコーラ堰同様、既設の堰を撤去し、同位置に新しい堰を建設する。工事中は半

川締め切りとする。 

２）現在の堰に隣接している 中州の幅が約 65 m あるため、ここに堰を陸上工事で建

設し、その後、中州の土をならし、取付河道を造る。 

３）既設堰を残し、その下流約 100 m 程度の捨石の影響の無い箇所にする。 

なお、基本設計調査時に水路の形状・線形、取付道路、施工手順、概略建設費等を

比較検討し、最適位置を選定する必要がある。 

（６） 閘門活用の可能性 

左岸側に設置されている閘門は、堰本体より建設年が浅いため比較的表面の強度が

大きいこと、上流側と下流側の水路の状況が外見では良いことから、コアの抜取り

試験を行って強度を確認の上、堰の一部(例えば、大流量を流す時のゲート)として

活用の可能性を検討する。 

（７） ゲート径間 

ゲートの径間については、要請書どおり 7 m とした場合、ラフーン堰の管理棟に格

納されている鋼製角落し(補修用予備ゲート、径間 4 m x 2 = 8 m)が使用できなく

なることから、再検討が必要になる。 

（８）ゲートの型式 

要請ではゲート数は 5 門、オーバーフロー型ゲートとなっているが、型式につい

ては 5 門全てに同じものを導入する必要があるかを検討する。 

（９）併設橋の幅員 

併設橋の幅員は、要請書上は 12ｍであるが、Minya 県道路局より最低限 10 m は確

保してもらいたい旨の要望があった。Minya IIP に確認したところ、この幅員は歩

道を含んでいるとのことであったが、サコーラ堰では Minya 県道路局の要望で、

歩道を含んで 12 m (実際には高欄基礎幅 0.4 m x 2 ヶ所 = 0.8 m が加わり 12.8 m)

としている。エジプトの橋梁の幅員基準については確認できなかったが、参考ま

でに道路構造令による道路幅員に関する基準は次の通りである。 

道路区分 車線数 車線幅 (m) 路肩幅員
(m) 

中央分離帯
(m) 

設計速度
(km/時) 

高速道路 4 3.75 3.5 3.5 120

第一級 2 3.75 3.5  100

第二級 2 3.25 3.0  80

第三級及び
地方道 

2 3.00 2.5  60

地方道   
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1) 舗装 2 2.5 1.5  50

2) 無舗装 2 全幅 6.0 m 

歩道 幅員 1.5 m以上 

      出典：Ministry of Transportation, General Authority for Roads & Bridges, Road 

Geometry Design 

併設橋の幅員についての交通量およびエジプト側法令に照らし合わせ更なる検討

が必要である。また、予備調査時に Minya IIP に依頼した交通量調査は数字が丸

められている箇所があり、再度実施した方が望ましい。 

（10）骨材採取地の確認 

骨材はその運搬距離がコンクリートの単価に影響するため、予備調査で挙げた骨

材採取地の確認を行う必要がある。特に近隣の細骨材採取地として挙げた

Dashlout の採取地は休止或いは停止状態であるため、ここを活用する場合には鉱

区権、鉱区料との絡みがあるため Asyut 県との接触も必要となろう。 

また、砂漠道路付近の採取地は水がないため、篩い分けのみで砕石は実施してい

ないものと考えられる。当然洗浄もしていないことから、ダハブ堰周辺の仮設ヤ

ード付近で洗浄することになり、濁水処理施設等が必要となる。 

（11）再委託調査 

再委託調査については以下のとおり 1) 地形測量、2) 地質調査及び 3) ベースラ

イン調査の 3項目が想定される。 

項目 概要 

地形測量 内容はサコーラ堰の調査項目とほぼ同様であるが、測量範
囲がやや広がり、堰上流側約 200 m、堰下流側約 300 m、
計 500 m、横断 300 m とした。 

地質調査 内容はサコーラ堰の調査項目と同様であるが、ボーリング
地点が 2ヶ所増え(中州と閘門左岸側)、コア抜取り試験に
ついても 2 ヶ所増えた(閘門橋台両岸)。 

ベースライン調査 農家へのインタビュー調査。ダハブ堰裨益地域 50 軒、マ
ゾーラ堰裨益地域 50 軒。 

（12）エジプト国でのゲート調達の可能性 

実施機関によると、エジプトにも鉄鋼メーカーがあり、次の 2 社 1) Tersana 社、

2) Zamil 社がゲートも製作しているとのことであった。ゲートについては操作盤

等周辺機器についても重要であり、どの程度の能力があるのか、また調達の可否

について調査の必要がある。 

（13）基本設計調査の団員構成(コンサルタントのみ) 

   以下のとおり考えられる。 

 1) 業務主任/運営維持管理/営農 

  2)水理・構造設計 

  3)水文/自然条件調査(測量・水路調査) 

  4) 積算/施工計画 

（14）ベースライン調査 

堰改修の効果を十分に発揮するためには、開発調査でも指摘されたような二次水

路改修や農民組織構築支援などの追加支援の検討も必要と考えるので、その基礎
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資料となる詳細なベースライン調査の実施が必要と判断する。 

（15）維持管理および操作に係る訓練 

特に、定期点検・記録管理及び流量・水 位管理に関して、堰運営維持管理に関わ

る技術者やオペレーターの訓練を十分に実施するためのソフト・コンポーネント

の必要性を検討する。また、今回の調査において、改修済みの 3 堰において定期

点検は行われているものの、紙ベースでの記録が残されていない場合が確認され

たことから、確実な維持・管理体制の提言及び具体策の提示を行う必要がある。 

（16）長期的政策 

各堰毎ではなく、バハルヨセフ灌漑用水路全体において適正な水配分管理を行う

長期的政策が必要があり、その中でダハブ堰の機能を明確にすることが必要であ

る。 
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付属資料 

① エジプト国における当該分野の援助状況・動向 

（１）我が国の援助状況・動向 

現在、MWRI を実施機関として、技術協力プロジェクト「ナイルデルタ水管理改善計

画」(The Water Management Improvement Project in the Nile delta)を実施して

おり、本プロジェクトではナイルデルタ地区において農民参加による灌漑改善事業

の効率的・効果的な改善手法をプロジェクト地域で実証することを目的にしている。

なお、平成 18 年 12 月に終了時評価調査が実施された。 

 

（２）他国・機関の援助状況・動向等 

ダハブ堰の近隣のセディ水路地区では、世銀などの融資による IIP としてメスカ

改良工事が実施中であり、バハルヨセフ水路地区でも、2017 年までには、実施が

計画されている。水管理組合(WUA)の設立が事業開始条件となってはいるが、二次

水路内での水管理のためには、WUA の実質的な機能向上が必要と思われる。 

また、水管理・水位のモニタリング事業として、USAID による Tele-meter System

導入事業によるが実施されたが、モニタリングは機材が稼動している範囲で現在

も測定が行われているが、堰及び水路の水位決定・流量管理には全く連動してお

らず、活用されていない現状である。 

バハルヨセフ用水路を水源とした上水供給事業が各地方事務所を通じて USAID に

より実施されている。 

  2) ナイル川本川のアシュート堰の改修計画が進行中である。2000～2005 年に

かけて F/S が実施済みであり、現在、実施設計のためのコンサルタントの入札準

備中であり、実施設計は来年開始し、建設工事は 2009 年に着手する予定である。

このプロジェクトはドイツの KfW とエジプト政府の資金で実施されている。一方、

アシュート堰より更に上流のナガハマディ堰(1927 年～1930 年にかけて建設)改

修計画の F/S がヨーロッパのコンサルタントグループ(ドイツの Lahmeyer、イタ

リアの Electrowatt、フランスの Sogreah の 3 社)及びエジプトのコンサルタント

合同で実施され、2006 年末に竣工の予定である。 

 

2． ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを取り巻く状況 

（１）施工・調達事情等 

1) 原石山等骨材採取地 

  ミニア灌漑改善部(IIP, Minya)に依頼し、近隣の原石山等骨材採取地の調査を行い、

その結果及びIIP材料試験室の情報も加え次表に示す。 
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項目 位置 状況 
West Desert Roadを南下し、Dalga
検問所でMinya県最南端の町Del 
Moasへの支線道路に入り(ナイル
川側に左折)、約1 kmの地点で左折
し砂漠に入って暫く(5～10分)、砂
漠道路方面に走ると粗骨材に着
く。この辺りは人家も無く、非常
に分かりにくい場所で、運よく採
取業者の車にすれ違い、案内して
もらって辿り着けた。地点名は特
にないが、採取業者の名前をとっ
てEl Hag Sayedとしている。ダハ
ブ堰からの距離は、約70 km程度と
推定される。 

1) 細長い礫も若干あるが、多くがチャート
系の円礫で砂と混在している。 
2) 骨材としての分級度はかなり良好である
が、砂と混在しているため、洗浄する必要が
ある。 
3) 採取業者によるとどんな粒径でも供給可
能とのことであったが、ここではクラッシン
グではなく篩い分けのみをしているようで
あった。 
4) 1m3当りの単価は山元単価8 LE、輸送費込
みダハブ堰渡しで30 LEとのことであった。 
5) 原石の形状から判断して、この付近はワ
ジ(谷)であった所が隆起したものと考えら
れる。 

粗骨
材 

Bahnasa及びBeni SuefのWest 
Desert Road付近 
(IIP材料試験室情報) 

1) 多くがチャート系の円礫で最大粒径は比
較的小さい。 
2) 概略価格は輸送費込みで20 L.E. 

West Desert Roadを南下し、Dalga
検問所の次のDashlout検問所を左
折し、Dashlout(Minya県に南隣し
たAsyut県の最北端の町)に向かっ
て約200 m程の地点で左折し、砂漠
に入って暫く(5～10分)、砂漠道路
方面に走ると粗骨材に着く。この
地点は採取業者が、Asyut県に鉱区
使用料を払えなくなったため閉鎖
されたようで、ローダーが切羽の
箇所に放置されていた。 

1) 多くがチャート系の円礫で細粒分は石英
質である。 
2) 骨材としての分級度はかなり良好である
が、砂と混在しているため、洗浄する必要が
ある。 
3) 原石の形状から判断して、この付近はワ
ジ(谷)であった所が隆起したものと考えら
れる。 

Kosya (Dashloutより30 km、
Dairoutより15 km南) 
Mankabad (Dashloutより60 km、
Dairoutより45 km南) 

両地点共、時間の関係で現地調査は実施出来
なかった。 

細骨
材 

Beni Suef及びFayoumのWest 
Desert Road付近 
(IIP材料試験室情報) 

1) 多くがチャート系の円礫で細粒分は石英
質。 
2) 概略価格は輸送費込みで20 L.E. 

2) 仮設ヤード等 

 工事に係る仮設ヤードについては、右岸側スペース及び中州が使用できる。中州に

は一部耕作地があるが、近隣住民に無償で貸与しているものであり、必要に応じ直ち

に返還してもらえるとのこと。 

3) 電気、水道 

 Minyaからダハブ堰へ行く途中にMinya変電所があり、ダハブ堰右岸には240 kVの配

電線が来ている。また、上水については、ダハブ堰右岸の脇まで送水管が伸びている。

左岸側では、地下水を利用した上水道があり、堰下流0.5 km付近に給水塔がある。 

 4) 仮設橋の位置 

   仮設橋は堰下流の河床保護ブロック長の関係で上流側が望ましいが、堰上流の河岸

は道路がないため、下流側に設けるのが妥当と考えられる。 

 5) 残土処理 

   残土の土捨場として、閘門前後の取付水路を活用することが可能である。 
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